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原 告　 長 岩　均
準 備 書 面 （1）

1. 一国民が為す、条約に対する異議申し立て権について
憲法の規定
第32条
何人も、裁判所において裁判を受ける権利を奪はれない。
No person shall be denied the right of access to the courts.
裁判を受ける権利とは、日本国憲法に定められた基本的人権の一つであり、国務請求権の一つである。誰もが裁判所による裁判を受けられること、また裁判所以外の権力による裁断を禁じた条項でもある。 
国務請求権とは、国民が国家に作為を要求する権利を指す。国務要求権また、受益権とも言う。
国民が有する「国務要求権」あるいは「受益権」は、国民が国家の活動を要求することができる積極的な地位である。
第76条　すべて司法権は、最高裁判所及び法律の定めるところにより設置する下 級裁判所に属する。
　　　２　特別裁判所は、これを設置することができない。行政機関は、終審として裁判　　　　 を行ふことができない。

３　すべて裁判官は、その良心に従ひ独立してその職権を行ひ、この憲法及び法律 にのみ拘束される。

　
第77条　最高裁判所は、訴訟に関する手続、弁護士、裁判所の内部規律及び司法 事務処理に関する事項について、規則を定める権限を有する。

２　検察官は、最高裁判所の定める規則に従わなければならない。

３　最高裁判所は、下級裁判所に関する規則を定める権限を、下級裁判所に委任す 　　ることができる。

　以上から
I. 本件、日米安保条約に対する「無効確認訴訟」は憲法に保障された原告の基本的人権の具体的表現であるから、裁判所法以下どんな法律・法令・国家権能も、該権利を剥奪・毀損できない。
II. 被告答弁書が主張する（2）裁判所の審判の対象
裁判所は，一切の「法律上の争訟」について裁判する（裁判所法3条1
項）。すなわち，「わが裁判所が現行の制度上与えられているのは司法権を
行う権限であり，そして司法権が発動するためには具体的な争訟事件が提
起されることを必要とする。我が裁判所は具体的な争訟事件が提起されな
いのに将来を予想して憲法及びその他の法律命令等の解釈に対し存在する
疑義論争に関し抽象的な判断を下すごとき権限を行い得るものではな」く，
「特定の者の具体的な法律関係につき紛争の存する場合においてのみ裁判
所にその判断を求めることができるのであり，裁判所がかような具体的事
件を離れて抽象的に法律命令等の合憲性を判断する権限を有するとの見解
には，憲法上及び法令上何等の根拠も存しない」（最高裁昭和27年10月
8日大法廷判決・民集6巻9号783ページ）とされ，また，「裁判所がそ
の固有の権限に基づいて審判することのできる対象は，裁判所法3条1項
にいう『法律上の争訟』，すなわち当事者間の具体的な権利義務ないし法律
関係の存否に関する紛争であって，かつ，法令の適用により終局的に解決
することができるものに限られ」る（最高裁平成元年9月8日第二小法廷
判決・民集43巻8号889ページ）ものとされる。
このように，裁判所の審判の対象は「法律上の争訟」でなければならず，
「法律上の争訟」といえるためには，①当事者間の具体的な権利義務ない
し法律関係の存否に関する紛争であること，②それが法令の適用により終
局的に解決することのできるものであることの2つの要件を充たすことが
必要であるとするのが確定した判例である（福岡右武・最高裁判所判例解
説民事篇平成3年度247ページ）。
（3）本件各無効確認の訴えは法律上の争訟性を欠くこと
しかしながら，原告は，具体的な争訟事件を前提とせず，本件各無効確
認の訴えによって，抽象的に日米安保条約並びに対テロ特措法，新対テロ
特措法及びイラク人道復興支援特措法の無効確認を求めるものであって，
これは，原告の具体的な権利義務ないし法律関係の存否にかかわらず，国
民としての一般的な資格・地位に基づき国に政策の転換を迫る民衆訴訟の
実質を有するものであり，具体的な権利義務ないし法律関係の存否に関す
る紛争とはいえないから，「法律上の争訟」に当たらず，不適法である。
　とする弁論は最高裁判例を援用しようとも、憲法第32条に明記されている文言及 び主旨ではないし、「具体的争訟がなければ裁判を受ける権利がない。」とする論 は実際的に憲法第32条「裁判を受ける」を排除・侵害するから、違憲であり無効で ある。また、憲法第76条「すべて司法権は、最高裁判所及び法律の定めるところに より設置する下級裁判所に属する。」「特別裁判所は、これを設置することができ ない。行政機関は、終審として裁判を行ふことができない。」と謳うように、原告 に対し、他の異議申し立て方法・機関を憲法は・法律は保障していない。従って、 本件訴訟においてのみ、原告が有する国務請求権は実現する。よって、被告の却下 事由は失当である。
提出させたい証拠が文書ならば文書提出命令の申し立て 民訴221条釈明権行使の申し立て 149条（＞151条1項3号 提出命令） 

